
  

 
  

 
 

 
 
 
 

  建物の修繕を行った場合の減価償却 

Ｑ：当社では今年に入り本社ビル（平成３

年４月取得、定率法にて償却中）の修繕を行

いましたが、この修繕は資本的支出に該当す

るため減価償却が必要です。建物の減価償却

方法は定額法のみに改正されたと聞きました

が、この資本的支出についても定額法を採用

しなければならないのでしょうか？  

 

Ａ：平成10年４月１日前に取得した建物に

対する資本的支出ですので、建物について採

用されている償却方法（定率法）により減価

償却を行います。 

【解説】 

 建物の減価償却方法は、平成10年度改正に

よって定額法しか適用できないとなっていま

すが、この適用の対象となる建物は、平成10

年４月１日以後に取得した建物とされていま

すので、平成10年４月１日前に取得した建物

には適用されません。また、資本的支出部分

の減価償却はその支出の対象となる資産の償

却方法に従うこととされています。したがっ

て、ご質問の場合ですと、平成３年に取得し

た建物に今年資本的支出をしたということで

すから、その資本的支出部分は建物の償却方

法と同じ定率法によって減価償却をすること

となります。 

 ちなみに、この規定は建物についてのみ適

用されますので、新規にビル等を取得して建

物と建物付属設備に区分しているような場合

には、建物付属設備については改正前と同様、

定額法又は定率法のいずれかを選択適用する

ことができます。 
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